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１ 介護予防通所介護相当サービスについて 
 
第１章 総則 基準告示の性格【解釈通知】 

 

１ 基準告示は、指定相当第一号事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたもので

あり、指定相当第一号事業実施者は、常にその事業の運営の向上に努めなければならないこと。 

２ 指定相当第一号事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさない場合には、指定相

当第一号事業の指定又は更新は受けられず、また、運営開始後、基準に違反することが明らかになっ

た場合には、①相当の期間を定めて基準を遵守する勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従わなかっ

たときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③正当な理由が無く、

当該勧告に係る措置を採らなかったときは、［（略）］、直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部

若しくは一部の効力を停止することができるものであること。 

①次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

イ 指定相当第一号事業の提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなかったとき 

ロ 介護予防支援事業者及び第一号介護予防支援事業の実施者（以下「介護予防支援事業者等」

という。）又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させ

ることの代償として、金品その他の財産上の利益を供与したとき 

②利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

３ 運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に従って事業の運営をする

ことができなくなったことを理由として指定が取り消され、再度当該事業者から当該事業所について

指定の申請がなされた場合には、当該事業者が運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、その改善状況等が十

分に確認されない限り指定を行わないものとすること。 

４ 指定相当第一号事業は、基準に合致することを前提に自由に事業への参入を認めていること等にかん

がみ、基準違反に対しては、厳正に対応すべきであること。 

 

指定地域密着型サービスの事業の一般原則【基準第 2条】 

 

第２条 指定相当第一号事業実施者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサ

ービスの提供に努めなければならなない。 

 

２ 指定相当第一号事業実施者は、指定相当第一号事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重

視し、市町村、他の第一号事業実施者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携

に努めなければならない。 

 

３ 指定相当第一号事業実施者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行う

とともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

 

４ 指定相当第一号事業実施者は、指定相当第一号事業を提供するに当たっては、法第１１８条の２第１

項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければなら

ない。 

 

５ 指定相当第一号事業実施者は、法人でなければならない。 

 

第６章 雑則【基準第 70 条】 

 

第７０条 第一号事業実施者並びに指定相当第一号事業及び基準該当相当第一号事業として行うサービス

の提供に当たる者は、作成、保存その他これに類するもののうち、この告示において書面（書面、書類、

文書、謄本、抄本、製本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定
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されるもの（〔略〕）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁気的記録により行うことができ

る。 

２ 第一号事業実施者並びに指定相当第一号事業及び基準該当相当第一号事業として行うサービスの提供

に当たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（この項において「交付等」と

いう。）のうち、書面で行うことが想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面

に代えて、電磁気的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法

をいう。）によることができる。 

 

第４章 第１節 基本方針【基準第 47条】 

 

第４７条 指定相当第一号事業に該当する第一号通所事業として行うサービス（以下「指定相当通所型サ

ービス」という。）の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むこと

ができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を

図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない 

 

（１）人員、設備及び運営に関する基準について 

 

第２節 人員に関する基準【基準第 48条～49条】 

 

生活相談員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置要件 

第４８条 

一 指定相当通所型サービスの提供日ごとに、指定相当通所型サービスを提供

している時間帯に生活相談員（専ら当該指定相当通所型サービスの提供に

当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該指定相当通所型

サービスを提供している時間帯の時間数で除して得た数が１以上確保され

るために必要と認められる数 

 

【解釈通知】 

居宅基準９３条より 

------------------------------------------------------------------------ 

（１）④ 

生活相談員については、指定通所介護の単位の数にかかわらず、次の計算式

のとおり指定通所介護事業所における提供時間数に応じた生活相談員の配置

が必要になるものである。ここでいう提供時間数とは、当該事業所における

サービス提供開始時刻から終了時刻まで（サービスが提供されていない時間

帯を除く。）とする。 

 

［確保すべき生活相談員の勤務延時間数の計算式］ 

提供日ごとに確保すべき勤務延時間数＝提供時間数 

 

例えば、１単位の指定通所介護を実施している事業所の提供時間数を６時間

とした場合、生活相談員の勤務延時間数を、提供時間数である６時間で除し

て得た数が１以上となるよう確保すればよいことから、従業者の員数にかか

わらず６時間の勤務延時間数分の配置が必要となる。また、例えば午前９時

から正午、午後１時から午後６時の２単位の指定通所介護を実施している事

業所の場合、当該事業所におけるサービス提供時間は午前９時から午後６時

（正午から午後１時までを除く。）となり、提供時間数は８時間となること

から、従業者の員数にかかわらず８時間の勤務延時間数分の配置が必要とな

る。 

なお、指定通所介護事業所が、利用者の地域での暮らしを支えるため、医療

機関、他の居宅サービス事業者、地域の住民活動等と連携し、指定通所介護

事業所を利用しない日でも利用者の地域生活を支える地域連携の拠点として
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の機能を展開できるように、生活相談員の確保すべき勤務延時間数には、「サ

ービス担当者会議や地域ケア会議に出席するための時間」、「利用者宅を訪

問し、在宅生活の状況を確認した上で、利用者の家族も含めた相談・援助の

ための時間」、「地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利

用者に必要な生活支援を担ってもらうなどの社会資源の発掘・活用のための

時間」など、利用者の地域生活を支える取組のために必要な時間も含めるこ

とができる。 

ただし、生活相談員は、利用者の生活の向上を図るため適切な相談・援助等

を行う必要があり、これらに支障がない範囲で認められるものである。 

 

（２）生活相談員（居宅基準第９３条第１項第一号） 

生活相談員については、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平

成 11 年厚生省令第 46 号）第５条第２項に定める生活相談員に準ずるもので

ある。 

------------------------------------------------------------------------ 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第５条第２項より 

第５条 生活相談員は、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第１９条第１項各

号のいずれかに該当する者又はこれらと同等以上の能力を有すると認められる者

でなければならない。 

------------------------------------------------------------------------

社会福祉法第１９条第１項より 

第１９条 社会福祉主事は、都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員と

し、年齢１８年以上の者であって、人格が高潔で、思慮が円熟し、社会福祉の増

進に熱意があり、かつ、次の各号のいずれかに該当するもののうちから任用しな

ければならない。 

一 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づく大学、旧大学令（大正 7 年

勅令第 388 号）に基づく大学、旧高等学校令（大正 7 年勅令第 389 号）に

基づく高等学校又は旧専門学校令（明治 36 年勅令第 61 号）に基づく専門

学校において、厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて卒

業した者（当該科目を修めて同法に基づく専門職大学の前期課程を修了し

た者を含む。） 

二 都道府県知事の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者 

三 社会福祉士 

四 厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者 

五 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労

働令で定めるもの 

２ 前項第二号の養成機関及び講習会の指定に関し必要な事項は政令で定める。 
 

看護師又は准看

護師 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置要件 

第４８条 

二 指定相当通所型サービスの単位ごとに、専ら当該指定相当通所型サービス

の提供に当たる看護職員が１以上確保されるために必要と認められる数 

 

２ 指定相当通所型サービス事業所の利用定員（当該指定相当通所型サービス事

業所において同時に指定相当通所型サービスの提供を受けることができる利

用者の上限をいう。以下この章において同じ。）が１０人以下である場合に

あっては、前項の規定にかかわらず、看護職員及び介護職員の員数を、指定

相当通所型サービスの単位ごとに、当該指定相当通所型サービスを提供して

いる時間帯に看護師又は介護職員（いずれも専ら当該指定相当通所型サービ

スの提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を提供単位時

間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数とするこ
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とができる。 

 

【解釈通知】 

居宅基準９３条より 

------------------------------------------------------------------------ 

（１）⑥ 

看護職員については、指定通所介護事業所の従業者の従業者により確保する

ことに加え、病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により確保する

ことも可能である。具体的な取扱いは以下のとおりとする。 

ア 指定通所介護事業所の従業者により確保する場合 

提供時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる必要はない

が、当該看護職員は提供時間帯を通じて、指定通所介護事業所と密接か

つ適切な連携を図るものとする。 

イ 病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により確保する場合 

看護職員が指定通所介護事業所の営業日ごとに利用者の健康状態の確

認を行い、病院、診療所、訪問看護ステーションと指定通所介護事業所

が提供時間帯を通じて密接かつ適切な連携を図るものとする。 

なお、アとイにおける「密接かつ適切な連携」とは、指定通所介護事業所へ

駆けつけることができる体制や適切な指示ができる連絡体制などを確保する

ことである。 
 

介護職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置要件 

第４８条 

三 指定相当通所型サービスの単位ごとに、当該指定相当通所型サービスを提

供している時間帯に介護職員（専ら当該指定相当通所型サービスの提供に

当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該指定相当通所型

サービスを提供している時間数（次項において「提供単位時間数」という。）

で除して得た数が利用者（〔中略〕）の数が１５人までの場合にあっては

１以上、１５人を超える場合にあっては１５人を超える部分の数を５で除

して得た数に１を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 

 

３ 指定相当通所型サービス事業実施者は、指定相当通所型サービスの単位ごと

に、第１項第三号の介護職員（第２項の適用を受ける場合にあっては、同項

の看護職員又は介護職員。次項及び第７項において同じ。）を、常時１人以

上当該指定地域密着型通所介護に従事させなければならない。 

 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支障が

ない場合は、他の指定相当通所型サービスの単位の介護職員として従事する

ことができるものとする。 

 

【解釈通知】 

居宅基準９３条より 

------------------------------------------------------------------------ 

（１）⑤ 

居宅基準第９３条第１項第三号にいう介護職員については、指定通所介護の

単位ごとに、提供時間数に応じた配置が必要となるものであり、確保すべき

勤務延時間数は、次の計算式のとおり提供時間数及び利用者数から算出され

る。なお、ここでいう提供時間数とは、当該単位における平均提供時間数（利

用者ごとの提供時間数の合計を利用者数で除して得た数）とする。 

 

（確保すべき介護職員の勤務延時間数の計算式） 

・利用者数１５人まで 
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単位ごとに確保すべき勤務延時間数＝平均提供時間数 

・利用者数１６人以上 

単位ごとに確保すべき勤務延時間数＝（（利用者数－１５）÷５＋１）×

平均提供時間数 

※平均提供時間数＝利用者ごとの提供時間数の合計÷利用者数 

 

例えば、利用者数１８人、提供時間数を５時間とした場合、 

（１８－１５）÷５＋１＝１．６ 

となり、５時間の勤務時間数を１．６名分確保すればよいことから、従業員

の員数にかかわらず、５×１．６＝８時間の勤務延時間数分の人員配置が必

要となる。〔略〕 

なお、介護職員については、指定通所介護の単位ごとに常時１名以上確保す

ることとされているが、これは、介護職員が常に確保されるよう必要な配置

を行うよう定めたものであり、例えば、計算式により算出した確保すべき勤

務延時間数が、当該事業所におけるサービス提供開始時刻から終了時刻まで

の時間数に満たない場合であっても、常時１名以上が確保されるよう配置を

行う必要があることに留意すること。 

また、介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は他の指定通所介護の単

位の介護職員として従事することができるとされたことから、例えば複数の

単位の指定通所介護を同じ時間帯に実施している場合、単位ごとに介護職員

等が常に１名以上確保されている限りにおいては、単位を超えて柔軟な配置

が可能である。 
 

機能訓練指導員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置要件 

第４８条 

四 １以上 

 

６ 第１項第四号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を

防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該指定相当通所型サービ

ス事業所の他の職務に従事することができるものとする。 

 

【解釈通知】 

居宅基準９３条より 

------------------------------------------------------------------------ 

（３）機能訓練指導員（居宅基準第９３条第５項） 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための

訓練を行う能力を有する者とされたが、この「訓練を行う能力を有する者」

とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん

摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者（はり師及びき

ゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道

整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置し

た事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）とす

る。ただし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能

訓練については、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行っても

差し支えない。 
 

管理者 

 

 

 

 

 

 

配置要件 

第４９条 指定相当通所型サービス事業実施者は、指定相当通所型サービス事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、

指定相当通所型サービス事業所の管理上支障がない場合は、当該指定相当通所型
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サービス事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事する

ことができるものとする。 

【解釈通知】 

居宅基準９４条より 

------------------------------------------------------------------------ 

（４）管理者（居宅基準第９４条） 

訪問介護の場合と同趣旨であるため、第３の一の１の（３）を参照されたい。 

------------------------------------------------------------------------ 

 第３の一の１の（３）より 

指定通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業

所の管理業務に従事するものとする。ただし、以下の場合であって、当該事

業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものと

する。なお、管理者は、通所介護従事者である必要はないものである。 

①当該指定通所介護事業所の通所介護従事者としての職務に従事する場合 

②同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者

としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管理者

又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定通所介護事業所へ

のサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及

び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業

所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場合の

他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業

所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施設におい

て入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合（施設

における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の

緊急時において管理者自身が速やかに当該指定通所介護事業所に駆け付け

ることができない体制となっている場合などは、管理業務に支障があると

考えられる。 
 

共通事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置要件 

第４８条 

５ 前各項の指定相当通所型サービスの単位は、指定相当通所型サービスであっ

てその提供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいう。 

 

７ 第１項の生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければならな

い。 

 

８ 指定相当通所型サービス事業実施者が指定通所介護事業者又は指定地域密着

型通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定相当通所型サービスの事業と

指定通所介護又は指定地域密着型通所介護事業の事業とが同一の事業所において

一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準第９３条第１

項から第６項までに規定する人員に関する基準又は指定地域密着型サービス基準

第２０条第１項から第７項までを満たすことをもって、前各項に規定する基準を

満たしているものとみなすことができる。 

 

【解釈通知】 

居宅基準９４条より 

------------------------------------------------------------------------ 

（１）① 

指定通所介護の単位とは、同時に、一体的に提供される指定通所介護をいう

ものであることから、例えば、次のような場合は、２単位として扱われ、そ

れぞれの単位ごとに必要な従業者を確保する必要がある。 
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イ 指定通所介護が同時に一定の距離を置いた２つの場所で行われ、これ

らのサービスの提供が一体的に行われているといえない場合 

ロ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所介護を提供する場合 

また、利用者ごとに策定した通所介護計画に位置づけられた内容の指定通所

介護が一体的に提供されていると認められる場合は、同一単位で提供時間数

の異なる利用者に対して指定通所介護を行うことも可能である。なお、同時

一体的に行われているとは認められない場合は、別単位となることに留意す

ること。 

（１）② 

８時間以上９時間未満の指定通所介護の前後に連続して延長サービスを行う

場合にあっては、事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置するものと

する。 

（１）③ 

居宅基準第９３条第１項第一号の生活相談員及び同項第三号の介護職員の人

員配置については、当該職種の従業員がサービス提供時間内に勤務する時間

数の合計（以下「勤務延時間数」という。）を提供時間数で除して得た数が

基準において定められた数以上となるよう、勤務延時間数を確保するよう定

めたものであり、必要な勤務延時間数が確保されれば当該職種の従業者の員

数は問わないものである。 

（１）⑦ 

利用者の数又は利用定員は、単位ごとの指定通所介護についての利用者の数

又は利用定員をいうものであり、利用者の数は実人員、利用定員は、あらか

じめ定めた利用者の数の上限をいうものである。従って、例えば、１日のう

ちの午前の提供時間帯に利用者１０人に対して指定通所介護を提供し、午後

の提供時間帯に別の利用者１０人に対して指定通所介護を提供する場合であ

って、それぞれの指定通所介護の定員が１０人である場合には、当該事業所

の利用定員は１０人、必要となる介護職員は午前午後それぞれにおいて利用

者１０人に応じた数ということとなり、人員算定上午前の利用者の数と午後

の利用者の数が合算されるものではない。 

（１）⑧ 

同一事業所で複数の単位の指定通所介護を同時に行う場合であっても、常勤

の従業者は事業所ごとに確保すれば足りるものである（基準第９３条第６項

関係）。 
 

 

人員基準の用語の定義等 

 

（１）常勤換算方法 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（週３２時

間を下回る場合は週３２時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の

員数に換算する方法をいう。 

 

【常勤換算方法による職員数の算定方法について】 

歴月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除す

ることによって算定するものとし、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。 

※やむを得ない事情により、配置されていた従業員数が一時的に１割の範囲内で減少した場合は、１月を超え

ない期間内に従業員が補充されれば、従業員数が減少しなかったものとみなすこととする。 

 

（２）勤務延時間数 

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービス提供のための準

備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に位置付けられている時間の合計数とする。なお、従
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業者１人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤

務すべき勤務時間数を上限とする。 

 

（３）常勤 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数

（週３２時間を下回る場合は週３２時間を基本とする。）に達している場合「常勤」となる。 

ただし、母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられて

いる者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従

業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことを可能とする。 

 

※人員基準において常勤要件が設けられている場合、産前産後休業・育児休業・介護休業・育児休業に準

ずる休業を取得中の期間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従業

者を常勤の従業者の員数に換算することで人員基準を満たすことが可能です。 

※事業者の雇用形態が正規職員であっても、上記の時間に達していない場合は、「非常勤」となります。 

 

（４）専ら従事する・専ら提供に当たる 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいうものであ

る。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従事者の当該事業所における勤務時間をいうものであり、

当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。 

 

第３節 設備に関する基準【基準第 50条】 

 

基準 第５０条 指定相当通所型サービス事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室

を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指定地域密着型通所介

護の提供に必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。 

 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

一 食堂及び機能訓練室 

イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積

は、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障がな

い広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保

できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

二 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮されていること 

 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定相当通所型サービスの事業の用に供するものでな

ければならない。ただし、利用者に対する指定相当通所型サービスの提供に支障がない場合

は、この限りでない。 

食堂及び機能

訓練室 
・それぞれ必要な面積を有するものとし、その合計した面積は、利用定員数×３㎡以上。（ダ

イニングキッチン等の台所部分、事務スペース、廊下、柵など通常動かすことのできないも

のを設置しているスペースは面積から除くこと。） 

・食事提供及び機能訓練を行う際それぞれに支障がない広さを確保できる場合は、食堂及び

機能訓練室は同一の場所とすることができる。 

・狭い部屋を多数設置して面積を確保すべきではない。 
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・食堂には、洗面所が設けられていることが望ましい。 

相談室 ・部屋ではなくスペースを設けることにより対応する場合、遮へい物を設置するなどして、相

談内容が漏れないように配慮する。 

静養室 ・利用定員に応じた広さであること。 

・布団やベッド等が利用定員に応じて用意されていること。 

・部屋ではなくスペースを設けることにより対応する場合、遮蔽物を設置するなどして、静養

に適した環境となるように配慮すること。 

事務室 ・必要な広さを確保すること。 

・他サービスと共同で事務室を使用する場合、通所介護事業所の事務所として利用する部分

を明確にすること。 

消火設備その

他非常災害に

際して必要な

設備 

・消防法及び建築基準法等、その他の法令等に規定された設備を示しており、それらの設備を

確実に設置しなければならない。 

※所在地変更や指定更新の際には、消防法及び建築基準法に適合していることが必要。 

指定相当通所

型サービスの

提供に必要な

その他の設備

及び備品 

・トイレ等その他必要な設備を設けること。 

・事業所全体として、各所の段差の解消や手すりを取り付けるなどして、利用者自身で動くこ

とが出来るように、また安全面に配慮すること。 

※宅老所併設の場合、指定相当通所型サービスの区画として申請している部分（静養室）を居

室として使用すべきでない。 

設備に係る共

用 
指定相当通所型サービス事業所と指定居宅サービス事業所等を併設している場合に、利用

者へのサービス提供に支障がない場合は、設備基準上両方のサービスに規定があるもの（指

定訪問介護事業所の場合は事務室）は共用が可能である。 

ただし、指定相当通所型サービス事業所の機能訓練室等と、指定相当通所型サービス事業

所と併設の関係にある病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院における指定通所リ

ハビリテーション等を行うためのスペースについて共用する場合にあっては、以下の条件に

適合することをもって、これらが同一の部屋等であっても差し支えないものとする。 

イ 当該部屋等において、指定相当通所型サービス事業所の機能訓練室等と指定通所リハ

ビリテーション等を行うためのスペースが明確に区分されていること。 

ロ 指定相当通所型サービス事業所の機能訓練室等として使用される区分が、指定相当通

所型サービス事業業所の設備基準を満たし、かつ、指定通所リハビリテーション等を

行うためのスペースとして使用される区分が、指定通所リハビリテーション事業所等

の設備基準を満たすこと。 

また、玄関、廊下、階段、送迎車両など、基準上は規定がないが、設置されるものについて

も、利用者へのサービス提供に支障がない場合は、共用が可能である。なお、設備を共用する

場合、基準第５７条第２項において、指定相当通所型サービス事業実施者は、利用者の使用す

る施設、食器その他の設備又は飲用する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な

措置を講じなければならないと規定されていることから、衛生管理等に一層努めること。 

宿泊サービス

を提供する場
第５０条４ 前項ただし書の場合（指定相当通所型サービス事業実施者が第１項に掲げる設
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合 備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該指定相当通所型サービ

ス事業実施者に係る指定を行った市町村長に届け出るものとする。 

指定通所介護

事業又は地域

密着型通所介

護事業 

第５０条５ 指定相当通所型サービス事業実施者が指定通所介護事業又は指定地域密着型通

所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定相当通所型サービスの事業と指定通所介護の

事業又は指定地域密着型通所介護とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に

ついては、指定居宅サービス等基準第９５条第１項から第３項まで又は指定地域密着型サー

ビス基準第２２条第１項から第３項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもっ

て、第１項から第３項までに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

第４節 運営に関する基準【基準第 51条～第 68条】 

 

１利用料等

の受領 

【基準第５

１条】 

 

指定相当通所型サービス事業実施者は、第一号事業支給費の支給を受けることのできる指定

相当通所型サービスを提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定相当通

所型サービスに係る第一号事業支給費基準額から指定相当通所型サービス事業実施者に支払

われる第一号事業支給費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、第一号事業支給費の支給を受けることのできない

指定相当通所型サービスを提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定相当

通所型サービスに係る第一号事業支給費基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしな

ければならない。 

 

３ 指定相当通所型サービス事業実施者は、前２項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げ

る費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

一 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う

送迎に要する費用 

二 食事の提供に要する費用 

三 おむつ代 

四 前三号に掲げるもののほか、指定相当通所型サービスの提供において提供される便宜の

うち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担

させることが適当と認められる費用 

 

居宅サービスとの相違点 

利用料の受領（基準告示第５１条第３項）について、通所介護では、利用料以

外に「その他の費用の額」として、「指定通所介護に通常要する時間を超える指

定通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲

内において、通常の指定通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額を超える費

用」を利用者から受け取ることができるが、指定相当通所型サービスでは、受け

取ることができないので留意すること。なお、基準該当相当通所型サービスにお

いても同趣旨であること。 

 

４ 前項第二号に掲げる費用については、「居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用

料等に関する指針（平成 17 年 9月 7日厚生労働省告示第 419 号）」の例によるものとする。 

 

５ 指定相当通所型サービス事業実施者は、第３項の費用の額に係るサービスの提供に当たっ

ては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。 

 

【解釈通知】 
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---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第９６条より 

①居宅基準第９６条第１項、第２項及び第５項の規定は、指定訪問介護に係る第２０条第１

項、第２項及び第４項の規定と同趣旨であるため、第３の一の３（１１）の①、②及び④

を参照されたい。 

②同条第３項は、指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供に関して、 

イ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行

う送迎に要する費用 

ロ 指定通所介護に通常要する時間を超える指定通所介護であって利用者の選定に係る

ものの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定通所介護に係る地域

密着型介護サービス費用基準額を超える費用 

ハ 食事の提供に要する費用 

ニ おむつ代 

ホ 前各号に掲げるもののほか、指定通所介護の提供において提供される便宜のうち、日

常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させる

ことが適当と認められるものについては、前２項の利用料のほかに利用者から支払を

受けることができることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分さ

れないあいまいな名目による費用の支払を受けることは認めないこととしたもので

ある。なお、ハの費用については、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用

料等に関する指針（平成 17 年厚生労働省告示第 419 号。以下「指針」という。）の

定めるところによるものとし、ホの費用の具体的な範囲については、別に通知（「通

所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成 12年 3月 30日老企

第 54 号)」）するところによるものとする。 

---------------------------------------------------------------------------------- 

第３の一の３の（１１）より 

①居宅基準第９６条第１項は、指定通所介護事業者は、法定代理受領サービスとして提供さ

れる指定通所介護についての利用者負担として、居宅介護サービス費用基準額の１割、２

割又は３割（〔略〕）の支払を受けなければならないことを規定したものである。 

②同条第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代理受領サービスでな

い指定通所介護を提供した際に、その利用者から支払を受ける利用料の額と、法定代理受

領サービスである指定通所介護に係る費用の額の間に、一方の管理経費の他方への転嫁等

による不合理な差額を設けてはならないこととしたものである。なお、そもそも介護保険

給付の対象となる指定通所介護のサービスと明確に区分されるサービスについては、次の

ような方法により別の料金設定をして差し支えない。 

イ 利用者に、当該事業が指定通所介護の事業とは別事業であり、当該サービスが介護保

険給付の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定通所介護事業所の運営規程とは別に定

められていること。 

ハ 指定通所介護の事業の会計と区分していること。 

④同条第５項は、指定通所介護事業者は、第３項の費用の支払を受けるに当たっては、あら

かじめ、利用者又はその家族に対してその額等に関して説明を行い、利用者の同意を得な

ければならないこととしたものである。 

２管理者及

びサービス

提供責任者

の責務 

【基準第５

２条】 

 

 

 

指定相当通所型サービス事業所の管理者は、指定相当通所型サービス事業所の従業者の管理

及び指定相当通所型サービスの利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理

を一元的に行うものとする。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業所の管理者は、当該指定相当通所型サービス事業所の従業者

にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

 

【解釈通知】 

 居宅基準第１０５条の規定により準用される５２条より 

---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第５２条は、指定通所介護事業所の管理者の責務を、介護保険法の基本理念を踏ま
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えた利用者本位のサービス提供を行うため、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象

を適時かつ適切に把握しながら、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者に

居宅基準の第３章第４節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこととしたもので

ある。 

３運営規程 

【基準第５

３条】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定相当通所型サービス事業実施者は、指定相当通所型サービス事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程（以下この節において「運営規程」という。）を

定めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 指定相当通所型サービスの利用定員 

五 指定相当通所型サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

六 通常の事業の実施地域 

七 サービス利用に当たっての留意事項 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 虐待の防止のための措置に関する事項 

十一 その他運営に関する重要事項 

 

【解釈通知】 

---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第１００条より 

居宅基準第１００条は、指定通所介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定通

所介護の提供を確保するため、同条第一号から第十一号までに掲げる事項を内容とする規程

を定めることを指定通所介護事業所ごとに義務づけたものであるが、特に次の点に留意する

ものとする。 

 

①営業日及び営業時間（第三号） 

指定通所介護の営業日及び営業時間を記載すること。 

なお、８時間以上９時間未満の指定通所介護の前後に連続して延長サービスを行う指定通

所介護事業所にあっては、サービス提供時間とは別に当該延長サービスを行う時間を運営

規程に明記すること。例えば、提供時間帯（９時間）の前に連続して１時間、後に連続し

て２時間、合計３時間の延長サービスを行う指定通所介護事業所にあっては、当該指定通

所介護事業所の営業時間は１２時 間であるが、運営規程には、提供時間帯９時間、延長

サービスを行う時間３時間とそれぞれ記載するものとすること。 

②指定通所介護の利用定員（第四号） 

利用定員とは、当該指定通所介護事業所において同時に指定通所介護の提供を受けること

ができる利用者の数の上限をいうものであること。 

③指定通所介護の内容及び利用料その他の費用の額（第五号） 

「指定通所介護の内容」については、入浴、食事の有無等のサービスの内容を指すもので

あること 

④サービス利用に当たっての留意事項（第七号） 

利用者が指定通所介護の提供を受ける際に、利用者側が留意すべき事項（機能訓練室を利

用する際の注意事項等）を指すものであること。 

⑤非常災害対策（第九号） 

（７）の非常災害に関する具体的計画を指すものであること（居宅基準第１１７条第八号、

第１５３条第六号及び第１８９条第八号についても同趣旨）。 

---------------------------------------------------------------------------------- 

第３の一の３の（１９）より 

〔略〕なお、同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類について事

業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合においては、運営規程を一体的に作成する

ことも差し支えない〔略〕。 

①従業者の職種、員数及び職務の内容(第二号) 
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従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、規程を

定めるに当たっては、基準第３条の４において置くべきとされている員数を満たす範囲に

おいて、「○人以上」と記載することも差し支えない（基準第３条の７に規定する重要事

項を記した文書に記載する場合についても、同様とする。）〔略〕。 

②〔略〕 

③利用料その他の費用の額（第五号） 

「利用料」としては、法定代理受領サービスである指定通所介護に係る利用料(１割負担、

２割負担又は３割負担)及び法定代理受領サービスでない指定通所介護の利用料を、「そ

の他の費用の額」としては、基準第３条の１９第３項により徴収が認められている交通費

の額及び必要に応じてその他のサービスに係る費用の額を規定するものであること〔略〕。 

④通常の事業の実施地域（第六号） 

通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとすること。なお、通常の

事業の実施地域は、利用申込に係る調整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサ

ービスが行われることを妨げるものではないものであること〔略〕。 

⑤虐待の防止のための措置に関する事項（第十号） 

（３１）の虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修

計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案（以下「虐待等」という。）が発生した場合の対

応方法等を指す内容であること〔略〕。 

４勤務体制

の確保等 

【基準第５

４条】 

 

指定相当通所型サービス事業実施者は、利用者に対し適切な指定相当通所型サービスを提供

できるよう、指定相当通所型サービス事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければ

ならない。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、指定相当通所型サービス事業所ごとに、当該指定

相当通所型サービス事業所の従業者によって指定相当通所型サービスを提供しなければなら

ない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

 

３ 指定相当通所型サービス事実施業者は、通所型サービス従業者の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。その際、当該指定相当通所型サービス事業実施者は、

全ての通所型サービス介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保

険施行令（平成 10 年政令第 412 号）第３条で定める者等の資格を有する者その他これに類す

る者を除く）に対 し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じ

なければならない。 

 

４ 指定相当通所型サービス事業実施者は、適切な指定相当通所型サービスの提供を確保する

観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものにより通所型サービス従業者の就業環境が害されること

を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 

【解釈通知】 

---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第１０１条より 

居宅基準第１０１条は、利用者に対する適切な指定通所介護の提供を確保するため、職員の

勤務体制等について規定したものであるが、このほか次の点に留意するものとする。 

 

①指定通所介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、通所介護従業者の日々

の勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練指

導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にすること。 

②同条第２項は、原則として、当該指定通所介護事業所の従業者たる通所介護従業者によっ

て指定通所介護を提供するべきであるが、調理、洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼ

さない業務については、第三者への委託等を行うことを認めるものであること。 

③同条第３項の規定は、指定訪問入浴介護に係る居宅基準第５３条の２第３項と基本的に同

趣旨であるため、第３の二の３の（６）③を参照されたいこと。 

④同条第４項の規定は、指定訪問介護に係る居宅基準第３０条の第４項の規定と基本的に同
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趣旨であるため、第３の一の３の（２１）④を参照されたいこと。 

---------------------------------------------------------------------------------- 

第３の二の３の（６）③より 

同条第３項前段は、当該指定通所介護事業所の従業者の質の向上を図るため、研修機関が

実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保することとしたもの

であること。 

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関

係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講

じることを義務づけることとしたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対

応力を向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳

の保障を実現していく観点から実施するものであること。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関

する基礎的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具体的には、同条第３項に

おいて規定されている看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了

者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課

程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、

薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、

あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等とする。 

５定員の遵

守 

【基準第５

５条】 

指定相当通所型サービス事業実施者は、利用定員を超えて指定相当通所型サービスの提供を

行ってはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りではない。 

６非常災害

対策 

【基準第５

６条】 

指定相当通所型サービス事業実施者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の

関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期

的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民

の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

 

【解釈通知】 

---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第１０３条より 

①居宅基準第１０３条は、指定通所介護事業者は、非常災害に際して必要な具体的計画の策

定、関係機関通への通報及び連携体制の整備、避難、救出訓練の実施等の対策の万全を期

さなければならないこととしたものである。関係機関への通報及び連携体制の整備とは、

火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹底

するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に

協力してもらえるような体制作りを求めることとしたものである。なお「非常災害に関す

る具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含

む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をいう。この場合、消防計画の策

定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法第８条の規定により防火管理者を置くこと

とされている指定通所介護事業所にあってはその者に行わせるものとする。また、防火管

理者を置かなくてもよいこととされている指定通所介護事業所においても、防火管理につ

いて責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を行わせるものとす

る。 

②同条第２項は、指定通所介護事業者が前項に規定する避難、救出その他の訓練の実施に当

たって、できるだけ地域住民の参加が得られるよう努めることとしたものであり、そのた

めには、日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、訓練の実施に協力を得ら

れる体制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当たっては、消防関係者の参加

を促し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあるものとすること。 

７衛生管理

等 

【基準第５

指定相当通所型サービス事業実施者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用

に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 
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２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、当該指定相当通所型サービス事業所において感染

症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該指定相当通所型サービス事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、通所型サービス従業

者に周知徹底を図ること。 

二 当該指定相当通所型サービス事業所にける感染症の予防及びまん延の防止のための指

針を整備すること。 

三 当該指定相当通所型サービス事業所において、通所型サービス従業者に対し、感染症の

予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

 

【解釈通知】 

---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第１０４条より 

①居宅基準第１０４条は、指定通所介護事業所の必要最低限の衛生管理等について規定した

ものであるが、このほか、次の点に留意するものとする。 

イ 指定通所介護事業者は、食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、

必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携を保つこと。 

ロ 特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等につい

ては、その発生及びまん延を防止するための措置について、別途通知等が発出されて

いるので、これに基づき、適切な措置を講じること。 

ハ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。 

②同条第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講ずるべき措置について

は、具体的には次のイからハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基づき事

業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも

差し支えない。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染対策委員会であり、感染対策の知識を有する者を含む、幅広

い職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者について

は外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割

分担を明確にするとともに、感染対策担当者を決めておくことが必要である。感染対

策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期

的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する

必要がある。感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。なお、感染対策委員会は、他の会

議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。

また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等によ

り行うことも差し支えない。 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常時の

対策及び発生時の対応を規定する。平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環

境の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応

としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事

業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時に

おける事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくこ

とも必要である。なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場にお

ける感染対策の手引き」を参照されたい。 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

地域密着型通所介護従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」

の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事

業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとす
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る。職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年１

回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが望まし

い。また、研修の実施内容についても記録することが必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上の

ための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えなく、当該事

業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓

練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。訓練にお

いては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及

び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演

習などを実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施する

ものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

８地域との

連携等 

【基準第５

８条】 

 

指定相当通所型サービス事業実施者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自

発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定相当

通所型サービスに関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を

行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

 

３ 指定相当通所型サービス事業実施者は、指定相当通所型サービス事業事業所の所在する建

物と同一の建物に居住する利用者に対して指定地域密着型通所介護を提供する場合には、当該

建物に居住する利用者以外の者に対しても指定地域密着型通所介護の提供を行うよう努めな

ければならない。 

 

【解釈通知】 

---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第１０４条の２より 

①居宅基準第１０４条の２第１項は、指定通所介護事業所が地域に開かれた事業として行わ

れるよう、指定通所介護事業者は、地域の住民やボランティア団体等との連携及び協力を

行う等の地域との交流に努めなければならないこととしたものである。 

②同条第２項は、居宅基準第３条第２項の趣旨に基づき、介護サービス相談員を派遣する事

業を積極的に受け入れる等、市町村との密接な連携に努めることを規定したものである。

なお、「市町村が実施する事業」には、介護サービス相談員派遣事業のほか、広く市町村

が老人クラブ、婦人会その他の非営利団体や住民の協力を得て行う事業が含まれるもので

ある。 

③同条第３項の規定は、指定訪問介護に係る居宅基準第３６条の２第２項の規定と同趣旨で

あるため、第３の一の３の（２９）②を参照されたい。 

---------------------------------------------------------------------------------- 

第３の一の３の（２９）②より 

⑤同条第３項は、高齢者向け集合住宅等と同一の建物に所在する指定通所介護事業所が当該

高齢者向け集合住宅等に居住する要介護者に指定通所介護を提供する場合、当該高齢者向

け集合住宅等に居住する要介護者のみを対象としたサービス提供が行われないよう、第９

条の正当な理由がある場合を除き、地域包括ケア推進の観点から地域の要介護者にもサー

ビス提供を行わなければならないことを定めたものである。なお、こうした趣旨を踏まえ、

地域の実情に応じて都道府県が条例等を定める場合や、市町村等の意見を踏まえて指定の

際に条件を付す場合において、例えば、当該事業所の利用者のうち、一定割合以上を当該

集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはしなければならない等の規定を設ける

ことは差し支えないものである。この際、自立支援や重度化防止等につながるようなサー

ビス提供がなされているか等、サービスの質が担保されているかが重要であることに留意

すること。 

９事故発生

時の対応 

指定相当通所型サービス事業実施者は、利用者に対する指定相当通所型サービスの提供によ

り事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防支援事業者
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【基準第５

９条】 

 

等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついて記録しなければならない。 

 

３ 指定相当通所型サービス事業実施者は、利用者に対する指定相当通所型サービスの提供に

より賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

４ 指定相当通所型サービス事業実施者は、第５０条第４項の指定相当通所型サービス以外の

サービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を

講じなければならない。 

 

【解釈通知】 

---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第１０４条の３より 

居宅基準第１０４条の３は、利用者が安心して指定通所介護の提供を受けられるよう、事故

発生時の速やかな対応を規定したものである。指定通所介護事業者は、利用者に対する指定

通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係

る居宅介護支援事業者等に対して連絡を行う等の必要な措置を講じるべきこととするとと

もに、当該事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければならないことと

したものである。 

また、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠

償を速やかに行わなければならないこととしたものである。 

なお、居宅基準第１０４条の４第２項の規定に基づき、事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録は、２年間保存しなければならない。 

このほか、以下の点に留意するものとする。 

①利用者に対する指定通所介護の提供により事故が発生した場合の対応方法については、あ

らかじめ指定通所介護事業者が定めておくことが望ましいこと。 

②指定通所介護事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険

に加入しておくか、又は賠償資力を有することが望ましいこと。 

③指定通所介護事業者は、事故が発生した際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対

策を講じること。 

なお、夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、以

上を踏まえた同様の対応を行うこととする。 

１０記録の

整備 

【基準第３

６条】 

 

指定相当通所型サービス事業実施者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備

しておかなければならない。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

一 通所型サービス計画 

二 次条において準用する第１７条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

三 第６３条第九号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第２０条の規定による市町村への通知に係る記録 

五 次条において準用する第３２条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

六 前条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

【解釈通知】 

---------------------------------------------------------------------------------- 

居宅基準第１０４条の４より 

居宅基準第１０４条の４第２項は、指定通所介護事業者が同項各号に規定する記録を整備

し、２年間保存しなければならないこととしたものである。 
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なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の解約・解除、他の施

設への入所、利用者の死亡、利用者の自立を含む。）により一連のサービス提供が終了した

日を指すものとする、 

１１準用 

【基準第６

１条】 

 

第７条から第１５条まで、第１７条、第２０条、第２１条、第２６条、第２８条から第３２

条まで、第３６条及び第３７条の規定は、指定相当通所型サービスの事業について準用する。

この場合において、第７条第１項中「第２３条に規定する運営規程」とあるのは「第５３条に

規定する規程（以下「運営規程」という。）」と、「訪問介護員等」とあるのは「指定相当通

所型サービス事業所の従業者」と、第２１条、第２６条第２項、第２８条第１項並びに第３６

条第一号及び第三号中「訪問介護員等」とあるのは「指定相当通所型サービス事業所の従業者」

と読み替えるものとする。 

※指定相当訪問型サービスの第４節運営に関する基準を参照すること。 

 

第５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準【基準第 62条～第 65条】 
 
１指定相当通

所型サービス

の基本取扱方

針 

【基準第６２

条】 

 

指定相当通所型サービスは、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に

行われなければならない。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、自らその提供する指定相当通所型サービスの質

の評価を行うとともに、主治の医師又は歯科医師とも連携を図りつつ、常にその改善を図らな

ければならない。 

 

３ 指定相当通所型サービス事業実く施う者は、指定相当通所型サービスの提供に当たり、単

に利用者の運動器の機能の向上、栄養状態の改善、口腔機能の向上等の特定の心身機能に着目

した改善等を目的とするものではなく、当該心身機能の改善等を通じて、利用者ができる限り

要介護状態等とならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的と

するものであることを常に意識してサービスの提供に当たらなければならない。 

 

４ 指定相当通所型サービス事業実施者は、利用者がその有する能力を最大限活用すること

ができるような方法によるサービスの提供に努めなければならない。 

 

５ 指定相当通所型サービス事業実施者は、指定相当通所型サービスの提供に当たり、利用者

とのコミュニケーションを十分に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事

業に参加するよう適切な働きかけに努めなければならない。 

 

【解釈通知】 

基準告示第６２条にいう指定相当通所型サービスの基本取扱方針について、特に留意すべ

きところは、次のとおりである。 

①指定相当通所型サービスの提供に当たっては、介護予防とは、単に高齢者の運動機能や栄

養改善といった特定の機能の改善だけを目指すものではなく、これらの心身機能の改善

や環境調整等を通じて、一人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立

した日常生活を営むことができるよう支援することを目的として行われるものであるこ

とに留意しつつ行うこと。 

②介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不可欠であること

から、サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取

り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。 

③サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサービス提供は、か

えって利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合

があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを

基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切なサービス提供をしないよう

配慮すること。 

④提供された指定相当通所型サービスについては、通所型サービス計画に定める目標達成

の度合いや利用者及びその家族の満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図

らなければならないものであること。 
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２指定相当通

所型サービス

の具体的取扱

方針 

【基準第６３

条】 

 

指定相当通所型サービスの方針は、第４７条に規定する基本方針及び前条に規定する基本

取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

一 指定相当通所型サービスの提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝

達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置

かれている環境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うものとする。 

二 指定相当通所型サービス事業所の管理者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の

状況及び希望を踏まえて、指定相当通所型サービスの目標、当該目標を達成するための

具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した通所型サービス計

画を作成するものとする。 

三 通所型サービス計画は、既に介護予防サービス計画が作成されている場合は、当該計画

の内容に沿って作成しなければならない。 

四 指定相当通所型サービス事業所の管理者は、通所型サービス計画の作成に当たっては、

その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければな

らない。 

五 指定相当通所型サービス事業所の管理者は、通所型サービス計画を作成した際には、当

該通所型サービス計画を利用者に交付しなければならない。 

六 指定相当通所型サービスの提供に当たっては、通所型サービス計画に基づき、利用者が

日常生活を営むのに必要な支援を行うものとする。 

七 指定相当通所型サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又

はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うも

のとする。 

八 指定相当通所型サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならな

い。 

九 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

十 指定相当通所型サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技

術をもってサービスの提供を行うものとする。 

十一 指定相当通所型サービス事業所の管理者は、通所型サービス計画に基づくサービスの

提供の開始時から、少なくとも１月に１回は、当該通所型サービス計画に係る利用者の

状態、当該利用者に対するサービスの提供状況等について、当該サービスの提供に係る

介護予防サービス計画を作成した介護予防支援事業者等に報告するとともに、当該通

所型サービス計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくと

も１回は、当該通所型サービス計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリ

ング」という。）を行うものとする。 

十二 指定相当通所型サービス事業所の管理者は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を

当該サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成した介護予防支援事業者等に

報告しなければならない。 

十三 指定相当通所型サービス事業所の管理者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じ

て通所型サービス計画の変更を行うものとする。 

十四 第一号から第十二号までの規定は、前号に規定する通所型サービス計画の変更につい

て準用する。 

 

【解釈通知】 

①基準告示第６３条第一号及び第二号は、指定相当通所型サービスの提供に当たっては、適

切な方法により、利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行う必要があり、管理者

は、把握した利用者の日常生活全般の状況や利用者の希望を踏まえて通所型サービス計

画を作成しなければならないこととしたものである。通所型サービス計画の作成に当た

っては、主治医又は主治の歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の

適切な方法により、利用者の状況を把握・分析し、指定相当通所型サービスの提供によっ

て解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目

標を明確にし、提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにするものと

する。なお、通所型サービス計画の様式については、事業所ごとに定めるもので差し支え
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ない。 

②同条第三号は、通所型サービス計画は、既に介護予防サービス計画が作成されている場合

には、当該計画の内容に沿って作成されなければならないこととしたものである。なお、

通所型サービス計画の作成後に介護予防サービス計画が作成された場合は、当該通所型

サービス計画について、介護予防サービス計画の内容に沿ったものであるか確認し、必要

に応じて変更するものとする。 

③同条第四号から第七号までは、サービス提供に当たっての利用者又はその家族に対する

説明について定めたものである。即ち、通所型サービス計画は、利用者の日常生活全般の

状況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、その内容について説明

を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることにより、サービス内容等への利

用者の意向の反映の機会を保障しようとするものである。管理者は、通所型サービス計画

の目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うととも

に、その実施状況や評価についても説明を行うものとする。また、通所型サービス計画を

作成した際には、遅滞なく利用者に交付しなければならず、当該通所型サービス計画は、

基準告示第６０条第２項の規定に基づき、２年間保存しなければならないこととしてい

る。 

④同条第八号及び第九号は、指定相当通所型サービスの提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、その

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならないこととしたものである。また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、

非代替性及び一時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の

確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておく

ことが必要である。なお、基準告示第６０条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間

保存しなければならない。 

⑤同条第十号は、指定相当通所型サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応した

適切なサービスが提供できるよう、常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきもので

あることとしたものである 

⑥同条第十一号から第十三号は、事業者に対して指定相当通所型サービスの提供状況等に

ついて介護予防支援事業者等に対する報告の義務づけを行うとともに、通所型サービス

計画に定める計画期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づける

ものである。介護予防支援事業者等に対する実施状況等の報告については、サービスが介

護予防サービス計画に即して適切に提供されているかどうか、また、当該計画策定時から

利用者の状態等が大きく異なることとなっていないか等を確認するために行うものであ

り、毎月行うこととしている。また、併せて、事業者は通所型サービス計画に定める計画

期間が終了するまでに１回はモニタリングを行い、利用者の通所型サービス計画に定め

る目標の達成状況の把握等を行うこととしており、当該モニタリングの結果により、解決

すべき課題の変化が認められる場合等については、担当する介護予防支援事業者等とも

相談の上、必要に応じて当該通所型サービス計画の変更を行うこととしたものである。 

３指定相当通

所型サービス

の提供に当た

っての留意点

【基準第６４

条】 

 

指定相当通所型サービスの提供に当たっては、介護予防の効果を最大限高める観点から、次

に掲げる事項に留意しながら行わなければならない。 

一 指定相当通所型サービス事業実施者は、サービスの提供に当たり、介護予防支援におけ

るアセスメントにおいて把握された課題、指定相当通所型サービスの提供による当該

課題に係る改善状況等を踏まえつつ、効率的かつ柔軟なサービスの提供に努めること。 

二 指定相当通所型サービス事業実施者は、運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又

は口腔機能向上サービスを提供するに当たっては、国内外の文献等において有効性が

確認されている等の適切なものとすること。 

三 指定相当通所型サービス事業実施者は、サービスの提供に当たり、利用者が虚弱な高齢

者であることに十分に配慮し、利用者に危険が伴うような強い負荷を伴うサービスの

提供は行わないとともに、次条に規定する安全管理体制等の確保を図ること等を通じ

て、利用者の安全面に最大限配慮すること。 

４安全管理体

制等の確保 

指定相当通所型サービス事業実施者は、サービスの提供を行っているときに利用者に病状

の急変等が生じた場合に備え、緊急時マニュアル等を作成し、その事業所内の従業者に周知徹
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【基準第６５

条】 

 

底を図るとともに、速やかに主治の医師への連絡を行えるよう、緊急時の連絡方法をあらかじ

め定めておかなければならない。 

 

２ 指定相当通所型サービス事業実施者は、サービスの提供に当たり、転倒等を防止するため

の環境整備に努めなければならない。 

 

３ 指定相当通所型サービス事業実施者は、サービスの提供に当たり、事前に脈拍や血圧等を

測定する等利用者の当日の体調を確認するとともに、無理のない適度なサービスの内容とす

るよう努めなければならない。 

 

４ 指定相当通所型サービス事業実施者は、サービスの提供を行っているときにおいても、利

用者の体調の変化に常に気を配り、病状の急変等が生じた場合その他必要な場合には、速やか

に主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない 
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（２）介護保険法施行規則第１４０条 

の６３の２第１項第一号に規定する 

厚生労働大臣が覚める基準について 
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イ １週当たりの標準的な回数を定める場合 

（１月につき） 

（１）事業対象者・要支援１ １，７９８単位 

（２）事業対象者・要支援２ ３，６２１単位 

ロ １月当たりの標準的な回数を定める場合 

（１回につき） 

（１）事業対象者・要支援１   ４３６単位 

（２）事業対象者・要支援２   ４４７単位 

指定相当通所型サービス費について 

 【通所型サービス費 注１】 

基準 看護職員（指定相当訪問型サービス等基準第４８条第二号に規定する看護職員をいう。以下同じ。）

又は介護職員の員数を置いているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対

し、老健局長が定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所（同条第１項に規定する

指定相当通所型サービス事業所をいう。以下同じ。）において、指定相当通所型サービスを行った場合

に、介護予防サービス計画に位置付けられた標準的な回数又は内容で、それぞれ所定単位数を算定す

る。ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当

する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 

 【留意事項通知 第３の３（１７）】 

留意 

事項 

前記〔第２の３（１）～（１６）〕以外の基本的な取扱いについては、通所介護の取扱方針に従うこ

ととする。 

 【留意事項通知 第３の３（１）】 

留意 

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定相当通所型サービスの基本報酬においては、入浴介助及び運動器機能向上サービスの実施に係る

費用が包括評価されているところであり、指定相当通所型サービスは、基準告示第４７条に定めるとお

り、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日

常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を図り、もって利用者

の生活機能の維持又は向上を目指すものであることを踏まえ、サービスの実施に当たっては以下の点に

留意すること。 

①入浴介助は、利用者自身で又は家族等の介助によって入浴ができるようになることを目的として行う

こと。この際、利用者の状態や、当該利用者が日頃利用する浴室における当該利用者の動作及び浴室

の環境を確認し、これを踏まえて、利用者が日頃利用する浴室に近い環境で行うことが望ましい。 

②運動器機能向上サービス（利用者の運動器の機能向上を目的として個別に実施される機能訓練であっ

て、利用者の心身の状態の維持または向上に資すると認められるものをいう。）は、機能訓練指導員

の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ

指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事

業所で６月以上勤務し、かつ、機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）を１名以上配置

し、国内外の文献等において介護予防の観点から有効性が確認されている手法等を用いて行うこと。 

 

有田町での取り扱い 

有田町では、運動器機能向上加算が基本報酬に包括化されたことを踏まえ、運動器機能向上

サービスの内容を通所型サービス計画等に位置付け、当該計画に基づきサービスの提供、モニ

タリング及び評価を行ってください。 

当該計画には、運動器の機能向上を目的とした個別的な支援の方向性、短期目標、長期目

標、期間、具体的なサービス提供内容及び所要時間等を個々の利用者の心身の状態等に応じて

位置付けてください。 
 

定員超過利用に該当する場合の減算及び人員基準欠如に該当する場合の減算について 
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 【厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方

法（平 12告 27） ２３）】 

利用 

者等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３ 厚生労働大臣が定める利用者の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所型サービス費の

算定方法 

イ 第一号通所事業の月平均の利用者の数（指定事業者が指定通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、第一号通所事業及び指定通所介護の事業が同一の事業所において一体的に運営されている

場合にあっては、第一号通所事業の利用者の数及び指定通所介護の利用者の数の合計数）が次の

表の上欄に掲げる基準に該当する場合における通所型サービス費については、同表の下欄に掲げ

るところにより算定する。 

 

厚生労働大臣が定める利用者

の数の基準 

厚生労働大臣が定める通所型サービス費の算定方法 

施行規則第１４６条の６３の

５の規定に基づき市町村長に

提出した運営規程に定められ

ている利用定員を超えるこ

と。 

介護保険法施行規則第１４６条の６３の２第１項第一号に規定する

厚生老労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号）

別表単位数表の所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位数を

用いて、同告示の例により算定する。 

  

ロ 指定相当通所型サービス事業所（介護保険法施行規則第１４６条の６３の６第一号に規定する厚

生労働大臣が定める基準（令和６年厚生労働省告示第８４号）第４８条第１項に規定する指定相

当通所型サービス事業所をいう。）の看護職員又は介護職員の員数が次の表の上欄に掲げる員数

の基準に該当する場合における通所型サービス費については、同表の下欄に掲げるところにより

算定する。 

 

厚生労働大臣が定める看護職

員又は介護職員の員数の基準 

厚生労働大臣が定める通所型サービス費の算定方法 

介護保険法施行規則等の一部

を改正する省令（平成２７年

厚生労働省令第４号）第５条

の規定による改正前の指定介

護予防サービス基準第９７条

に定める員数を置いていない

こと。 

介護保険法施行規則第１４６条の６３の２第１項第一号に規定する

厚生労働大臣が定める基準別単位数表の所定単位数に１００分の７

０を乗じて得た単位数を用いて、同告示の例により算定する。 

 

利用者が事業対象者であった場合の算定について 

 【通所型サービス費 注２】 

基準 利用者が事業対象者（介護保険法施行規則第１４０条の６２の４第二号に定める者をいう。以下同

じ。）であって、介護予防サービス計画において、１週に１回程度の指定相当通所型サービスが必要と
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された場合についてはイ（１)又はロ（１）に掲げる所定単位数を、１週に２回程度又は２回を超える程

度の指定相当通所型サービスが必要とされた場合についてはイ（２）又はロ（２）に掲げる所定単位数

を、それぞれ算定する。 

指定相当通所型サービス費の限度について 

 【通所型サービス費 注３】 

基準 ロ（１）については、１月につき４回、ロ（２）については、１月に８回を限度として、所定単位数

を算定する。 

高齢者虐待防止措置未実施減算について 

 【通所型サービス費 注４】 

基準 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単

位数の１００分の 1に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 【厚生労働大臣が定める基準 １３１の３】 

大臣 

基準 

指定相当訪問型サービス等基準６１条おいて準用する同基準第３６条に規定する基準に適合している

こと。 

 【留意事項通知 第３の３（２）】 

留意 

事項 

訪問介護と同様であるので、老企第３６号第２の２の（１０）を参照されたい。 

業務継続計画未策定減算について 

 【通所型サービス費 注５】 

基準 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の

１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※経過措置 令和７年３月３１日までは、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常

災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しない。 

 【厚生労働大臣が定める基準 １３１の４】 

大臣 

基準 

指定相当訪問型サービス等基準６１条おいて準用する同基準第２６条に規定する基準に適合している

こと。 

 【留意事項通知 第３の３（３）】 

留意 

事項 

通所介護と同様であるので、老企第３６号第２の２の（３）を参照されたい。 

中山間地域利用者への加算 

 【通所型サービス費 注６】※区分支給限度基準額の算定対象外 

基準 通所型サービス従業者（指定相当訪問型サービス等基準第４８条第１項に規定する通所型サービス従

業者をいう。）が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施

地域を越えて、指定相当通所型サービスを行った場合は、１日につき所定単位数の１００分の５に相当

する単位数を所定単位数に加算する。 

 【厚生労働大臣が定める地域 二】 

大臣 厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（平成 21年 3月 13日厚生労働省告示第 83号）を参照。 
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地域 

併算定不可のサービスについて 

 【通所型サービス費 注７】 

基準 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護若しくは介護予防特定施設入居者生

活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている

間は、通所型サービス費は、算定しない。 

 【通所型サービス費 注８】 

基準 イについて、利用者が一の指定相当通所型サービス事業所において指定相当通所型サービスを受けて

いる間は、当該指定相当通所型サービス事業所以外の指定相当通所型サービス事業所が指定相当通所型

サービスを行った場合に、通所型サービス費は、算定しない。 

指定相当通所型サービス事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に対し指定相当通所

型サービスを行う場合について 

 【通所型サービス費 注９】※区分支給限度基準額の算定の際は当該減算前の所定単位数を算入する 

基準 指定相当通所型サービス事業所と同一建物に居住する者又は指定相当通所型サービス事業所と同一建

物から当該指定相当通所型サービス事業所に通う者に対し、指定相当通所型サービスを行った場合は、

次に掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数を所定単位数から減算する。ただし、傷病により一時的に送

迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利用

者に対して送迎を行った場合は、この限りでない。 

（１）イ（１）を算定している場合（１月につき） ３７６単位 

（２）イ（２）を算定している場合（１月につき） ７５２単位 

（３）ロを算定している場合   （１回につき）  ９４単位 

 【留意事項通知 第３の３（４）】 

留意 

事項 

①同一建物の定義 

通所介護と同様であるので、老企第３６号第２の７の（２２）①を参照されたい。 

②なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送

迎が必要と認められる利用者に対して１月を通じて当該サービスを提供する日ごとに送迎を行った

場合は、例外的に減算対象とならない。この場合の具体的な例及び記録等については、通所介護と

同様であるので老企第３６号第２の７の（２２）②を参照されたい。 

送迎を行わない場合の減算について 

 【通所型サービス費 注１０】 

基準 利用者に対して、その居宅と指定相当通所型サービス事業所との間の送迎を行わない場合は、片道に

つき４７単位（イ（１）を算定している場合は１月につき３７６単位を、イ（２）を算定している場合

は１月につき７５２単位を限度とする。）を所定単位数から減算する。ただし、注９を算定している場

合は、この限りでない。 

 【留意事項通知 第３の３（５）】 
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留意 

事項 

利用者が自ら指定相当通所型サービス事業所に通う場合、利用者の家族等が指定相当通所型サービス

事業所への送迎を行う場合など、当該指定相当通所型サービス事業所の従業者が利用者の居宅と指定相

当通所型サービス事業所との間の送迎を実施していない場合は、片道につき減算の対象となる。 

ただし、注９の減算の対象となっている場合には、当該減算において送迎コストにかかる評価を既に

行っていることから、本減算の対象とはならない。なお、送迎は、外部委託を行うことが可能であり、

この場合、送迎を行わない場合の減算の適用はなく、委託費の額は送迎を行わない場合の減算の額を踏

まえて、指定相当通所型サービス事業者と委託先との間の契約に基づき決定するものであること。 

この他、総合事業の実施主体としての市町村が、地域全体で高齢者の移動手段を確保するという視点

に立ち、指定相当通所型サービス事業所の利用者の送迎を、地域の交通事業者等（社会福祉協議会、Ｎ

ＰＯ法人、農業協同組合、労働者協同組合、法人格を有する地域運営組織等を含む。）による通所型サ

ービス・活動Ａとして委託することや、地域住民の互助活動による訪問型サービス・活動Ｂ及びＤ並び

に一般介護予防事業として補助することにより、指定相当通所型サービス事業者以外の者に担わせるこ

とも想定されるが、この場合は、指定相当通所型サービス事業者が送迎を実施していないため、当然に

本減算が適用される。なお、市町村が、送迎を指定相当通所型サービス事業者以外の者に担わせる場合

は、安全管理体制の確保に努めるとともに、事故発生時の対応等について適切に定めておくこと。 

生活機能向上グループ活動加算の取扱いについて 

 【通所型サービス費 ハ】 

基準 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ、利用者の生活機能の向上を目的

として共通の課題を有する複数の利用者からなるグループに対して実施される日常生活上の支援の

ための活動（以下「生活機能向上グループ活動サービス」という。）を行った場合は、１月につき

所定単位数を加算する。ただし、この場合において、同月中に利用者に対し、栄養改善加算、口腔

機能向上加算又は一体的サービス提供加算のいずれかを算定している場合は、算定しない。 

イ 生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した

事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有するはり師又はきゅう師を含

む。）その他通所型サービス従業者が共同して、利用者ごとに生活機能の向上の目標を設定し

た通所型サービス計画（指定相当訪問型サービス等基準第６３条第２号に規定する通所型サー

ビス計画をいう。以下同じ。）を作成していること。 

ロ 通所型サービス計画の作成及び実施において利用者の生活機能の向上に資するよう複数の種類

の生活機能向上グループ活動サービスの項目を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者

の生活意欲が増進されるよう利用者を援助し、利用者の心身の状況に応じた生活機能向上グル

ープ活動サービスが適切に提供されていること。 

ハ 利用者に対し、生活機能向上グループ活動サービスを１週につき１回以上行っていること。 

 【留意事項通知 第３の３（６）】 

留意 

事項 

生活機能向上グループ活動加算は、自立した日常生活を営むための共通の課題を有する利用者に対

し、生活機能の向上を目的とした活動をグループで行った場合に算定できる。また、集団的に行われ
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るレクリエーションや創作活動等の機能訓練を実施した場合には算定できないこと。なお、当該加算

を算定する場合は、次の①から③までを満たすことが必要である。 

①生活機能向上グループ活動の準備 

ア 利用者自らが日常生活上の課題に応じて活動を選択できるよう、次に掲げる活動項目を参考に、

日常生活に直結した活動項目を複数準備し、時間割を組むこと。 

（活動項目の例） 

家事関連活動 

衣：洗濯機・アイロン・ミシン等の操作、衣服の手入れ（ボタンつけ等）等 

食：献立作り、買い出し、調理家電（電子レンジ、クッキングヒーター、電気ポット等）・調理

器具（包丁、キッチン鋏、皮むき器等）の操作、調理（炊飯、総菜、行事食等）、パン作り

等 

住：日曜大工、掃除道具（掃除機、モップ等）の操作、ガーデニング等 

通信・記録関連活動 

機器操作(携帯電話操作、パソコン操作等)、記録作成(家計簿、日記、健康ノート等) 

イ 一のグループの人数は６人以下とすること。 

②利用者ごとの日常生活上の課題の把握と達成目標の設定介護職員、生活相談員、看護職員、機能訓

練指導員（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指

圧師及びこれらの資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事し

た経験を有するはり師、きゅう師を含む。）、その他の職種の者（以下「介護職員等」という。）

が生活機能向上グループ活動サービスを行うに当たっては、次のアからエまでに掲げる手順により

行うものとする。なお、アからエまでの手順により得られた結果は、通所型サービス計画に記録す

ること。 

ア 当該利用者が、（一）要支援状態等に至った理由と経緯、（二）要支援状態等となる直前の日常

生活の自立の程度と家庭内での役割の内容、（三）要支援状態等となった後に自立してできなく

なったこと若しくは支障を感じるようになったこと、（四）現在の居宅における家事遂行の状況

と家庭内での役割の内容、（五）近隣との交流の状況等について把握すること。把握に当たって

は、当該利用者から聞き取るほか、家族や地域包括支援センター等から必要な情報を得るよう努

めること。 

イ アについて把握した上で、具体的な日常生活上の課題及び到達目標を当該利用者と共に設定する

こと。到達目標は、おおむね３月程度で達成可能な目標とし、さらに段階的に目標を達成するた

めにおおむね１月程度で達成可能な目標（以下「短期目標」という。）を設定すること。到達目

標及び短期目標については、当該利用者のケアプラン等と整合性のとれた内容とすること。 

ウ 介護職員等は、当該利用者の同意を得た上で到達目標を達成するために適切な活動項目を選定す

ること。当該利用者の活動項目の選定に当たっては、生活意欲を引き出すなど、当該利用者が主

体的に参加できるよう支援すること。 

エ 生活機能向上グループ活動の（一）実施時間は、利用者の状態や活動の内容を踏まえた適切な時

間とし、（二）実施頻度は１週につき１回以上行うこととし、（三）実施期間はおおむね３月以
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内とする。介護職員等は、（一）から（三）までについて、当該利用者に説明し、同意を得るこ

と。 

③生活機能向上グループ活動の実施方法 

ア 介護職員等は、予め生活機能向上グループ活動に係る計画を作成し、当該活動項目の具体的な内

容、進め方及び実施上の留意点等を明らかにしておくこと。 

イ 生活機能向上グループ活動は、一のグループごとに、当該生活機能向上グループ活動の実施時間

を通じて１人以上の介護職員等を配置することとし、同じグループに属する利用者が相互に協力

しながら、それぞれが有する能力を発揮できるよう適切な支援を行うこと。 

ウ 介護職員等は、当該サービスを実施した日ごとに、実施時間、実施内容、参加した利用者の人数

及び氏名等を記録すること。 

エ 利用者の短期目標に応じて、おおむね１月ごとに、利用者の当該短期目標の達成度と生活機能向

上グループ活動における当該利用者の客観的な状況についてモニタリングを行うとともに、必要

に応じて、生活機能向上グループ活動に係る計画の修正を行うこと。 

オ 実施期間終了後、到達目標の達成状況及び②のアの㈢から㈤までの状況等について確認するこ

と。その結果、当該到達目標を達成している場合には、当該利用者に対する当該生活機能向上グ

ループ活動を終了し、当該利用者を担当する地域包括支援センター等に報告すること。また、当

該到達目標を達成していない場合には、達成できなかった理由を明らかにするとともに、当該サ

ービスの継続の必要性について当該利用者及び地域包括支援センター等と検討すること。その上

で、当該サービスを継続する場合は、適切に実施方法及び実施内容等を見直すこと。 

若年性認知症利用者受入加算の取扱いについて 

 【通所型サービス費 ニ】 

基準 若年性認知症利用者受入加算 ２４０単位 

注 受け入れた若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412号）第２条第６号に規定

する初老期における認知症によって要支援者となったものをいう。以下同じ。）ごとに個別の担当

者を定めているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所において、若年性認知症利用者に

対して指定相当通所型サービスを行った場合は、1月につき所定単位数を加算する。 

 【留意事項通知 第３の３（７）】 

留意 

事項 

通所介護と同様であるので、老企第３６号第２の７の（１６）を参照されたい。 

栄養アセスメント加算について 

 【通所型サービス費 ホ】 

基準 栄養アセスメント加算 ５０単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所におい

て、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養

状態のリスク及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注において同じ。）を行った場



- 31 - 

 

合は、１月につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算又は一体的サービス

提供加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の

属する月は、算定しない。 

イ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。 

ロ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（ヘの注にお

いて「管理栄養士等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、当該利用者又はその

家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応すること。 

ハ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報

その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

ニ 利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準のいずれに

も該当しない指定相当通所型サービス事業所であること。 

 【厚生労働大臣が定める基準（平成１２告２７）】 

大臣 

基準 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 【留意事項通知第３の３（８）】 

留意 

事項 

通所介護と同様であるので、老企第 36 号第２の７の（１７）を参照されたい。 

栄養改善加算の取扱いについて 

 【通所型サービス費 ヘ】 

基準 栄養改善加算 ２００単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ、低栄養状態にある利用者又はそ

のおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施さ

れる栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められ

るもの（以下「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、１月につき所定単位数を加算す

る。 

イ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を 1名以上配置していること。 

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下

機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が

栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

ホ 利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準のいずれに

も該当しない指定相当通所型サービス事業所であること。 

 【厚生労働大臣が定める基準（平成１２告２７）】 

大臣 

基準 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
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 【留意事項通知第２の３の２（１８）】 

留意 

事項 

通所介護における栄養改善加算と基本的に同様であるので、老企第３６号第２の７の（１８）を参照

されたい。ただし、指定相当通所型サービスにおいて栄養改善サービスを提供する目的は、当該サービ

スを通じて要支援者等ができる限り要介護状態等にならないで自立した日常生活を営むことができるよ

う支援することであることに留意すること。 

なお、要支援者等に対する当該サービスの実施に当たっては、栄養ケア計画に定める栄養改善サービ

スをおおむね３月実施した時点で栄養状態の改善状況について評価を行い、その結果を当該要支援者等

に係る地域包括支援センター等に報告するとともに、栄養状態に係る課題が解決され当該サービスを継 

続する必要性が認められない場合は、当該サービスを終了するものとする。 

口腔機能向上加算について 

 【通所型サービス費 ト】 

基準 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ、口腔機能が低下している利

用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に

実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であ

って、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注及びチにおいて

「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

イ 口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位 

ロ 口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０単位 

 【厚生労働大臣が定める基準 大臣基準告示１３２】 

大臣 

基準 

イ 口腔機能向上加算（Ⅰ）次のいずれにも適合すること。 

（１）言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

（２）利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成してい

ること。 

（３）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画書に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔

機能向上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録しているこ 

（４）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

（５）定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。 

ロ 口腔機能向上加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）イ（１）から（５）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２）利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向

上サービスの実施に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために

必要な情報を活用していること。 

 【留意事項通知第３の３（１０）】 
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留意 

事項 

通所介護における口腔機能向上加算と基本的に同様であるので、老企第３６号第２の７の（２０）を

参照されたい。ただし、指定相当通所型サービスにおいて口腔機能向上サービスを提供する目的は、当

該サービスを通じて要支援者等ができる限り要介護状態等にならないで自立した日常生活を営むことが

できるよう支援することであることに留意すること。なお、要支援者等に対する当該サービスの実施に

当たっては、口腔機能改善管理指導計画に定める口腔機能向上サービスをおおむね３月実施した時点で

口腔機能の状態の評価を行い、その結果を当該要支援者に係る地域包括支援センター等に報告するとと

もに、口腔機能向上に係る課題が解決され当該サービスを継続する必要性が認められない場合は、当該

サービスを終了するものとする。 

一体的サービス提供加算の取扱いについて 

 【通所型サービス費 チ】 

基準 一体的サービス提供加算 ４８０単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所

が、利用者に対し、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスをいずれも実施した場合に、１月

につき所定単位数を加算する。ただし、ヘ又はトを算定している場合は、算定しない。 

 【厚生労働大臣が定める基準 大臣基準告示１３３】 

大臣 

基準 

イ 介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準別

表単位数表の通所型サービス費のヘの注に掲げる基準及びトの注に掲げる別に厚生労働大臣が定

める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て栄養改善サービス及び口腔機能向上サー

ビスを実施していること。 

ロ 利用者が通所型サービスの提供を受けた日において、当該利用者に対し、栄養改善サービス又は

口腔機能向上サービスのうちいずれかのサービスを行う日を、１月につき２回以上設けているこ

と。 

 【留意事項通知第３の３（１１）】 

留意 

事項 

当該加算は、運動器機能向上サービスに加えて、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスを一体

的に実施することにより、要支援者等の心身機能の改善効果を高め、介護予防に資するサービスを効果

的に提供することを目的とするものである。なお、算定に当たっては以下に留意すること。 

①「栄養アセスメント加算の取扱いについて」及び「栄養改善加算の取扱いについて」に掲げる各選

択的サービスの取扱いに従い適切に実施していること。 

②運動器機能向上サービスに加えて、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスを一体的に実施す

るに当たって、各選択的サービスを担当する専門の職種が相互に連携を図り、より効果的なサービ

スの提供方法等について検討すること。 

サービス提供体制強化加算の取扱いについて 

 【通所型サービス費 リ】※区分支給限度基準額の算定対象外 

 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所が

利用者に対し指定相当通所型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用者の区
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分に応じて１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

（一）事業対象者・要支援１  ８８単位 

（二）事業対象者・要支援２ １７６単位 

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

（一）事業対象者・要支援１  ７２単位 

（二）事業対象者・要支援２ １４４単位 

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

（一）事業対象者・要支援１  ２４単位 

（二）事業対象者・要支援２  ４８単位 

 【厚生労働大臣が定める基準 大臣基準告示１３５】 

大臣 

基準 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）次のいずれかに適合すること。 

（一）通所型サービス事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０

以上であること。 

（二）通所型サービス事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福祉士の占める

割合が１００分の２５以上であること。 

（２）定員超過利用又は人員基準欠如に該当しないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）通所型サービス事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以

上であること。 

（２）定員超過利用又は人員基準欠如に該当しないこと。 

ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）次のいずれかに適合すること。 

（一）通所型サービス事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の４０

以上であること。 

（二）通所型サービスを利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める

割合が１００分の３０以上であること。 

（２）定員超過利用又は人員基準欠如に該当しないこと。 

 【留意事項通知第３の３（１２）】 

留意 

事項 

通所介護と同様であるので、老企第３６号第２の７の（２６）を参照されたい。 

生活機能向上連携加算について 

 【通所型サービス費 ヌ】 

基準 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所に
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おいて、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作

成した場合には、当該基準に掲げる区分に従い、イについては、利用者の急性増悪等により当該個

別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、ロについては１月に

つき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位 

ロ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位 

 【厚生労働大臣が定める基準 大臣基準告示１５の２】 

大臣 

基準 

イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）指定訪問リハビリテーション事業所（指定相当通所型サービス事業所（介護保険法施行規則第

１４０条の６３の６第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和 6年厚生労働省告示第

84 号。以下「指定相当訪問型サービス等基準」という。）第４８条第１項に規定する指定相当

通所型サービス事業所をいう。以下同じ。）にあっては、指定介護予防訪問リハビリテーショ

ン事業所。以下この号において同じ。）、指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サー

ビス等基準第１１１条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業所をいう。以下同

じ。）（指定相当通所型サービス事業所にあっては、指定介護予防通所リハビリテーション事

業所。以下この号において同じ。）又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（医

療法（昭和 23年法律第 205 号）第１条の２第２項に規定する医療提供施設をいい、病院にあっ

ては、許可病床数が二百床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診

療所が存在しないものに限る。以下同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師

（以下この号において「理学療法士等」という。）の助言に基づき、当該指定相当通所型サー

ビス事業所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の

作成を行っていること。 

（２）個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項

目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供している

こと。 

(３)（１）の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、利用者又

はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて

訓練内容の見直し等を行っていること。 

ロ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定相当通所型サービス事業所を訪

問し、当該事業所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練

計画の作成を行っていること。 

（２）個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項

目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供している

こと。 
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（３）（１）の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、利用者

又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じ

て訓練内容の見直し等を行っていること。 

口腔・栄養スクリーニング加算の取扱いについて 

 【通所型サービス費 ル】 

基準 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する通所型サービス従業者が、利用開始時及び利用中６月ご

とに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、次

に掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者

について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算

定しない。 

（１）口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） ２０単位 

（２）口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）  ５単位 

 【厚生労働大臣が定める基準 大臣基準告示１３２の２】 

 イ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）利用開始時く及うび利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用

者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある

場合にあっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に

提供していること。 

（２）利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状

態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報

を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

（３）通所介護費等算定方法第一号、第六号、第十一号及び第二十号に規定する基準のいずれにも該

当しないこと。 

（４）算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

（一）栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る

栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属す

る月（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サービスが必要であると判断さく

れう、栄養改善サービスが開始されたくう日の属する月を除く。）であること。 

(二)当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間である又は

当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態のスクリーニングを行っ

た結果、口腔機能向上サービスが必要であると判断され、口腔機能向上サービスが開始された

日の属する月を除く。）であること。 

（５）他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定していな

いと。 

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（１）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
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（一）イ（１）及び（３）に掲げる基準に適合すること。 

（二）算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養

改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービ

スが終了した日の属する月（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サービスが

必要であると判断され、栄養改善サービスが開始された日の属する月を除く。）であるこ

と。 

（三）算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを

受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月ではないこと。 

（２）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（一）イ（２）及び（３）に掲げる基準に適合すること。 

（二）算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当該利用者が栄養改

善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養改善サービスが終了した

日の属する月ではないこと。 

（三）算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを

受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態のス

クリーニングを行った結果、口腔機能向上サービスが必要であると判断され、口腔機能向上

サービスが開始された日の属する月を除く。）であること。 

（四）他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定してい

ないこと。 

 【留意事項通知第３の３（１３）】 

留意 

事項 

通所介護と基本的に同様であるので、老企第３６号第２の７の（１９）を参照されたい。 

科学的介護推進体制加算について 

 【通所型サービス費 ヲ】 

基準 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所が、利

用者に対し指定相当通所型サービスを行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。  

イ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定した値をいう。）、栄養状態、口腔機能、

認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。）の状況その他の入所者の心身の状況

等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

ロ 必要に応じて通所型サービス計画を見直すなど、指定相当通所型サービスの提供に当たって、

イに規定する情報その他指定相当通所型サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報

を活用していること。 

 【留意事項通知第３の３（１４）】 

留意 

事項 

通所介護と同様であるので、老企第３６号第２の７の（２１）を参照されたい。 

介護職員等処遇改善加算について（令和６年６月１日から） 
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 【通所型サービス費 ワ】※区分支給限度基準額の算定対象外 

基準 （注１） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、電

子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った

指定相当通所型サービス事業所が、利用者に対し、指定相当通所型サービスを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の９２に相当する単位数 

（２）介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の９０に相当する単位数 

（３）介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の８０に相当する単位数 

（４）介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の６４に相当する単位数 

（注２） 

令和７年３月３１日までの間、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等

を実施しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所（注１の加算を算定しているものを除

く。）が、利用者に対し、指定相当通所型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

（１）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の８１に相当する単位数 

（２）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（２） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の７６に相当する単位数 

（３）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（３） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の７９に相当する単位数 

（４）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（４） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の７４に相当する単位数 

（５）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（５） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の６５に相当する単位数 

（６）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（６） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の６３に相当する単位数 

（７）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（７） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の５６に相当する単位数 
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（８）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（８） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の６９に相当する単位数 

（９）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（９） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の５４に相当する単位数 

（１０）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１０） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の４５に相当する単位数 

（１１）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１１） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の５３に相当する単位数 

（１２）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１２） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の４３に相当する単位数 

（１３）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１３） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の４４に相当する単位数 

（１４）介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)（１４） 

イからヲまでにより算定した単位数の１０００分の３３に相当する単位数 

 【厚生労働大臣が定める基準 大臣基準告示１３６】 

大臣 

基準 

同四十八号の規定を準用する。この場合において、〔略〕と読み替えるものとする。 

 【留意事項通知第３の３（１５）】 

留意 

事項 

介護職員等処遇改善加算の内容については、別途通知（「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照すること。 
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３ 介護サービス事業者の労働法規の遵守について 
 

介護人材の確保には、事業者による労働環境整備の取組の推進が重要ですが、介護事業を含む社会福祉

関係の事業は、全産業と比較して労働基準法の違反の割合が高いという調査結果が出ています。 

そこで、事業者による労働環境整備の取組を推進するため、新たに、労働基準法に違反して罰金刑をう

けている者等については、都道府県知事又は市町村長は、介護サービス事業者の指定等をしてはならない

ものとされました。 

 

（１）欠格事由とその対象となる法令 

賃金の支払等に関する次の法律の規定により罰金刑に処され、その執行を終わるまでの者、又は執行を

うけることがなくなるまでの者が、指定拒否の対象となります。 

 

・労働基準法、最低賃金法、賃金の支払の確保等に関する法律 

労働保険の保険料の徴収等に関する法律により、納付義務を負う保険料等の滞納処分をうけ、さらに引

き続き滞納している者についても、指定等をしてはならないものとされました。【介護保険法第７８条

の２等】 

 

（２）介護保険法第７８条の２ 

----------------------------------------------------------------------------------------------

介護保険法第７８条の２より 

〔略〕 

４ 市長村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号〔略〕のいずれかに該当するときは、

第４２条の２第一項本文の指定をしてはならない。 

〔略〕 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規

定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間

にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納して

いる者であるとき。 

〔略〕 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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４ 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて 
 

通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（抄） 
（平成 12年 3月 30日老企第 54 号） 

 

〔略〕 

 

１「その他の日常生活費」の趣旨 

「その他の日常生活費」は、利用者、入所者又は入院患者（以下「利用者等」という。）又はその家

族等の自由な選択に基づき、事業者又は施設が通所介護等の提供の一環として提供する日常生活上の便

宜に係る経費がこれに該当する。 

なお、事業者又は施設により行われる便宜の供与であっても、サービスの提供と関係のないもの（利

用者等の嗜好品の購入等）については、その費用は「その他の日常生活費」と区別されるべきものであ

る。 

２「その他の日常生活費」の受領に係る基準 

「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他の日常生活費」

の徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守されなければならないものとする。 

 

①  ｢その他の日常生活費｣の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に重複

関係がないこと。 

② 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の受領は認

められないこと。したがって、お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金といったあいまい

な名目の費用の徴収は認められず、費用の内訳が明らかにされる必要があること。 

③ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選択に基づいて行

われるものでなければならず、事業者又は施設は｢その他の日常生活費｣の受領について利用者等又

はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければならないこと。 

④ 「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で行われ

るべきものであること。 

⑤ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運営規程において

定められなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、施設の見

やすい場所に掲示されなければならないこと。ただし、「その他の日常生活費」の額については、

その都度変動する性質のものである場合には、「実費」という形の定め方が許されるものであるこ

と。 

 

（別紙） 

各サービス種類ごとの｢その他の日常生活費｣の具体的な範囲について 

 

（６）認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護 

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費    

  用 

〔略〕 

 

（７）留意事項 

 

①「身の回り品として日常的に必要なもの」とは、一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考え

られる物品（例えば、歯ブラシや化粧品等の個人用の日用品等）であって利用者等の希望を確認した

上で提供されるものをいう。したがって、こうした物品を事業者又は施設がすべての利用者に対して

一律に提供し、すべての利用者からその費用を画一的に徴収することは認められないものである。 

②「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例えば、事業者又は施設がサービス提供の一環とし

て実施するクラブ活動や行事における材料費等が想定されるものであり、すべての利用者又は入所者

に一律に提供される教養娯楽に係る費用（共用の談話室等にあるテレビやカラオケ設備の使用料等）

について、「その他の日常生活費」として徴収することは認められないものである。 
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【その他の日常生活費に関する Q&A】（平成 12年 3 月 31日） 

 

問 個人用の日常品について、「一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えられるもの」とは、

どういったものが想定されるのか。 

（答）歯ブラシ、化粧品、シャンプー、タオル等の日用品であって、利用者に一律に提供されるものでは

なく、利用者個人又はその家族等の選択により利用されるものとして、事業者（又は施設）が提供

するもの等が想定される。 

 

問 個人用の日常品について、一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えられるものに限られ

ることとされているが、それ以外の個人の嗜好に基づくいわゆる｢贅沢品｣については、費用の徴収

ができないのか。 

（答）サービス提供とは関係のない費用として徴収は可能である。 

 

問 個人の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に必要と考えられるものであれば、例え

ば病院の売店で利用者が購入する場合であってもその費用は「その他の日常生活費」に該当するの

か。 

（答）このような場合は、「サービス提供の一環として提供される便宜」とは言い難いので、「その他の

日常生活費」に該当しない。 

 

問 個人用の日常生活品については、一般的に要介護者等の日常生活に必要と考えられるものであれ

ば、ある利用者の個別の希望に応じて事業者等が当該利用者の代わりにある日用品を購入し、その

購入代金を利用者に請求する場合も「その他の日常生活費」に該当するのか。 

（答）個人のために単に立替払いをするような場合は、事業者等として提供する便宜とはいえず、その費

用は｢その他の日常生活費｣に該当しないため、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行う

こととなる。 

 

問 個人専用の家電製品の電気代は、利用者から徴収できないのか。 

（答）サービス提供とは関係のない費用として徴収は可能である。 

 

問 施設にコインランドリーがある場合、その料金についても「私物の洗濯代」として「その他の日常

生活費」に該当するのか。 

（答）このような場合は、施設が洗濯サービスを提供しているわけではないので、その他の日常生活費に

は該当しない。 

 

問 個人の希望に応じた事業者等が代わって購入する新聞、雑誌等の代金は、教養娯楽に係る「その他

の日常生活費」に該当するか。 

（答）全く個別の希望に応える場合は、事業者等として提供する便宜とは言えず、その費用は「その他の

日常生活費」には該当せず、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行うこととなる。 

 

問 事業所が実施するクラブ活動や行事における材料費は、「その他の日常生活費」に該当するか。 

（答）事業所等が、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のうち、一般的に想定される

もの（例えば、作業療法等機能訓練の一環として行われるクラブ活動や入所者等が全員参加する定

例行事）における材料費等は、保険給付の対象に含まれることから別途徴収することはできない

が、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のために調達し、提供する材料であっ

て、利用者に負担させることが適当と認められるもの（例えば、習字、お花、絵画、刺繍等のクラ

ブ活動等の材料費）に係る費用は、教養娯楽費に要する費用として「その他の日常生活費」に該当

する。なお、事業者等が実施するクラブ活動や行事であっても、一般的に想定されるサービスの提

供の範囲を超えるもの（例えば、利用者の趣味的活動に関し事業者等が提供する材料等や、希望者

を募り実施する旅行等）に係る費用については、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行

うこととなる。 
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５ 宿泊サービスの実施に関する届出の提出について 
 

（１）届出を要する事業所 

当該指定通所介護事業所等の設備を利用して宿泊サービスを提供する事業所 

 

（２）届出の期限 

宿泊サービスを提供開始する前まで 

 

（３）留意事項 

ア 「地域共生ステーション」「宅老所」等の名称に関わらず、指定通所介護事業所等の設備を利用

して宿泊サービスを提供している場合は、届出が必要となります。 

イ 食堂などの一部設備を共用するが、宿泊に関しては指定通所介護事業所等以外で実施する場合

は、届出は要しないこととなります 

ウ 高齢者を入居させ、「入浴、排せつ又は食事の介護」、「食事の提供」、「洗濯、掃除等の家

事」又は「健康管理」の少なくとも一つのサービスを供与する場合には、宿泊サービスではなく

有料老人ホームに該当し、老人福祉法上の届出を行うことが必要となりますのでご留意くださ

い。 

 

（４）届出様式 

必要な場合は、有田町健康福祉課へご連絡ください。 

 
（５）参考 

 

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18年 3月 14日厚生労働

省令第 34号）」第２２条第４項より 

---------------------------------------------------------------------------------------------- 

４ 前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び

深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容

を当該サービスの提供の開始前に当該指定地域密着型通所介護事業者に係る指定を行った市町村長に

届け出るものとする。 

---------------------------------------------------------------------------------------------- 

「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（平成 18年 3

月 31日老計発第 0331004号・老振発第 0331004 号・老老発第 0331017号厚生労働省老健局計画・信

仰・老人保健課長連名通知」第３の２の２ ２設備に関する基準（５）より 

---------------------------------------------------------------------------------------------- 

（５）指定地域密着型通所介護の提供以外の目的で、指定地域密着型通所介護事業所の設備を利用

し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービス（以下「宿泊サービス」」）を提供する

場合には、当該サービスの内容を当該サービスの提供開始前に当該指定地域密着型通所介護事業者に

係る指定を行った市町村長（以下、「指定権者」という。）に届け出る必要があり、当該サービスの

届出内容については、別紙様式によるものとする。 

また、指定地域密着型通所介護事業者は宿泊サービスの届出内容に係る介護サービス情報を都道府県

に報告し、都道府県は情報公表制度を活用し宿泊サービスの内容を公表することとする。 

指定地域密着型通所介護事業者は届け出た宿泊サービスの内容に変更がある場合は、変更の事由が生

じてから１０日以内に指定権者に届け出るよう努めることとする。また、宿泊サービスを休止又は廃

止するう場合は、その休止又は廃止の日の１月前までに指定権者に届け出るよう努めることとする。 

※指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場

合の事業の人員、設備及運営に関する指針について（平成 27年 4月 30 日老振発第 0430第 1号・

老老発第 0430第 1号・老推発第 0430第 1号） 

---------------------------------------------------------------------------------------------- 
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（別紙様式） 

 

指定通所介護事業所等における宿泊サービスの実施に関する         届出書 

 

令和   年  月  日 

有田町長 殿 
 

法人所在地 

名   称 

代表者氏名            印 
 

基
本
情
報 

事
業
所
情
報 

フリガナ  事業所

番号 
 

名称  

フリガナ  

連絡先 

－      － 

（緊急時） 

－      － 
代表者氏名  

所在地 （〒   －   ） 

宿泊サービスの開始･廃止･休止予定年月日 

（既に開始している場合はその年月日） 
令和     年     月     日 

宿
泊
サ
ー
ビ
ス 

利用定員 人  提供日 
月 火 水 木 金 土 日 

       

提供時間 

:   

～ 

:   

その他年

間の休日 
 

1 泊当たりの

利用料金 

宿泊 夕食 朝食 

円 円 円 

人
員
関
係 

人
員 

宿泊サービスの提

供時間帯を通じて

配置する職員数 
人  

時間帯での

増員（※

2） 

夕食介助 :  ～  : 人 

朝食介助 :  ～  : 人 

配置する職員の

保有資格等 
看護職員 ・ 介護福祉士 ・ 左記以外の介護職員 ・ その他有資格者（        ） 

設
備
関
係 

宿
泊
室 

個 室 

合 計 床面積（※3） 

(   室) 
(    ㎡) (    ㎡) (    ㎡) (    ㎡) (    ㎡) 

(    ㎡) (    ㎡) (    ㎡) (    ㎡)  

個室以外 

合 計 
場 所 

（※4） 
利用定員 

床面積 

（※3） 

プライバシー確保の方法 

（※5） 

(   室） 

(     ) (    人) (    ㎡)  

(     ) (    人) (    ㎡)  

(     ) (    人) (    ㎡)  

(     ) (    人) (    ㎡)  

(     ) (    人) (    ㎡)  

消
防
設
備 

消火器 有 ・ 無 スプリンクラー設備 有 ・ 無 

自動火災報知

設備 
有 ・ 無 

消防機関へ通報する火災

報知設備 
有 ・ 無 

※1 事業開始前に届け出ること。なお、変更の場合は変更箇所のみ記載すること。 

※2 時間帯での増員を行っていない場合は記載は不要。 

※3 小数点第二位まで（小数点第三位以下を切り捨て）記載すること。 

※4 指定通所介護事業所の設備としての用途を記載すること。（機能訓練室、静養室等） 

※5 プライバシーを確保する方法を記載すること。（衝立、家具、パーテーション等） 

※１ 

開始 

変更 

休止・廃止 
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６ 変更の届出等について 
 

（１）変更の届出（介護保険法第７８条の５、１１５条の１５、介護保険法施行規則第１３１条の１３、

１４０条の３０） 

---------------------------------------------------------------------------------------------- 

第７８条の５より 

 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定

める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護を除く。）の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、１０日以

内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

 

２ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護を除く。）の事業を廃止し、又は休止しようとするときは、厚生労働省令で定めるところに

より、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

---------------------------------------------------------------------------------------------- 

第１３１条の１３より 

指定地域密着型サービス事業者は、次の各号に掲げる指定地域密着型サービス事業者が行う地域密着

型サービスの種類に応じ、当該各号に定める事項に変更があったときは、当該変更に係る事項について

当該指定地域密着型サービス事業者の事業所の所在地を管轄する市町村長に届け出なければならない。 

 

 

届出必要項目 地密通所 

①事業所・施設の名称 ○ 

②事業所・施設の所在地 ○ 

③申請者の名称 ○ 

④主たる事務所の所在地 ○ 

⑤代表者の氏名、住所及び職名 ○ 

⑥定款・寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等 ○ 

⑦事業所・施設の建物の構造、専用区画等 ○ 

⑧事業所・施設の管理者の氏名及び住所 ○ 

⑨運営規程 ○ 

⑩協力医療機関（病院）・協力医療機関（歯科）  

⑪介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携・支援体制  

⑫地域密着型介護サービス費の請求に関する事項 ○ 

⑬役員の氏名及び住所 ○ 

⑭本体施設、本体施設との移動経路等  

⑮併設施設の状況等  

⑯介護支援専門員の氏名及びその登録番号  

⑰計画作成担当者の氏名、生年月日、住所及び経歴  

⑱連携する訪問看護を行う事業所の名称及び所在地（連携型のみ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提出書類】 

・変更届出書（別紙様式第二号（四）） 

・付表 

※（付表の記載内容に変更がない場合は不要）＋添付書類 

☆体制等に関する届出の場合は上記に加えて 

・介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等に 

関する届出書（別紙５０） 

・体制等状況一覧表（別紙１ｰ４ｰ２）及び添付書類 
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（２）変更届提出時の添付書類について 

 

変更があった届出必要項目 必要な添付書類 

①事業所･施設の名称 運営規程（事業所の名称を記載している場合） 

②事業所･施設の所在地 

平面図、写真（外観及び各部屋）、土地及び建物の登記簿

謄本又は賃貸借契約書、運営規程（事業所の所在地を記載

している場合） 

③申請者の名称 
定款・登記事項証明書、運営規程（事業所の名称を記載し

ている場合） 

④主たる事務所の所在地 
定款・登記事項証明書又は土地及び建物の登記簿謄本又は

賃貸借契約書 

⑤代表者の氏名及び住所及び職名 

誓約書（地域密着型サービス用、地域密着型介護予防サー

ビス用）、役員名簿、登記事項証明書又は理事会等の議事

録 

⑥定款･寄附行為等及びその登録

事項証明書又は条例等（当該事

業に関するもの） 

定款、登記事項証明書 

⑦事業所･施設の建物の構造、専用

区画等 
平面図、写真（変更箇所） 

⑧事業所･施設の管理者の氏名及

び住所 

勤務表（変更月の管理者の勤務状況がわかるもの）、経歴

書、誓約書（地域密着型サービス用･地域密着型介護予防サ

ービス用）、役員名簿（管理者のもの） 

⑨運営規程 

運営規程（変更箇所が分かるようにすること） 

［下記の変更については適宜必要な書類］ 

（従業者の職種、員数及び職務の内容） 

勤務表（変更月のもの）、組織図、資格証の写し 

（営業日及び営業時間） 

勤務表（変更月のもの）、サービス提供実施単位一覧表 

（利用定員） 

勤務表、平面図、サービス提供実施単位一覧表 

⑬役員の氏名及び住所 
誓約書（地域密着型サービス用･地域密着型介護予防サービ

ス用）、役員名簿、理事会等の議事録 

⑱連携する訪問看護を行う事業所

の名称及び所在地（連携型のみ） 
契約書等の写し 

 

※変更する事項の内容によって、その他の添付書類の提出を求める場合があります。 

 

※届出様式は下記からダウンロードしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有田町ホームページ  （http://www.town.arita.lg.jp） 

ホーム＞分類から探す＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険サービス＞介護保険指定申請・更新・変更・

体制等に関する様式について 
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７ 介護保険指定事業者等の事故発生時の報告について 
 

「指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」に基づき、有田町に所在する介護保険

事業所及び有田町の被保険者が利用する介護保険事業所において、サービスの提供により事故が発生した

場合には、速やかに有田町健康福祉課へ報告してください。 

 

１ 報告が必要な事故について 

（１）サービスの提供による利用者のけが又は死亡事故その他重大な人身事故の発生 

・死亡に至った事故や、医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け、投薬、処置等何らかの治

療が必要となった事故は原則全て報告してください。 

・「サービスの提供による」とは送迎・通院等の間の事故を含む。また、在宅の通所・入所サービス及

び施設サービスにおいては、利用者が事業所内にいる間は、｢サービスの提供中｣に含まれるものとす

る。 

・事業者側の過失の有無は問いません。 

・利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可能性のあるときは、報告す

ること。 

（２）食中毒及び感染症、結核の発生 

感染症は「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定めるもののうち、原則と

して１、２、３及び４類とする。 

ただし、５類であっても、インフルエンザ等が施設又は事業所内にまん延する等の状態になった場合

には、報告すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）職員（従業員）の法令違反、不祥事等の発生 

利用者からの預り金の横領など利用者の処遇に影響のあるものについては、報告すること。 

（４）その他、報告が必要と認められる事故の発生 

・救急搬送があった場合（近年、トラブルが増加していることから） 

・他者の薬を誤って服用した場合 

 

２ 報告様式（Ｐ.５８）を使用してください 

※有田町ホームページ（http://www.town.arita.lg.jp） 

ホーム＞分類から探す＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険サービス＞事故報告書（介護事業所の皆様へ） 

 

 

３ 報告期限 

・第１報は少なくとも報告様式内の１から６の項目までについて可能な限り記載し、事故発生後速やか

に、遅くとも５日以内を目安に提出すること。 

・その後、状況の変化等必要に応じて、追加の報告を行い、事故の原因分析や再発防止策等について

は、作成次第報告すること 

 

 

厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順 

（平成１８年３月３１日厚生労働省告示第２６８号） 

養護老人ホーム等（注：地域密着型サービス事業所等を含みます）の管理者等は、イからハまでに

掲げる場合には、有症者等の人数、症状、対応状況等を市町村又は保健所に迅速に報告するととも

に、市町村又は保健所からの指示を求めることその他の必要な措置を講じなければならないこと。 

イ 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤な患者が１週

間内に２名以上発生した場合 

ロ 同一の有症者等が１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合 

ハ イ及びロに掲げる場合のほか、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理

者等が報告を必要と認めた場合 
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【報告様式】※報告には利用者の個人情報が含まれるため、その取扱いに十分注意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※様式は２ページ目もありますので、出力の際はご注意ください。 


